
一般会計の決算

特別会計の決算 平成30年度決算の健全化判断比率等

決算
　平成30年度の一般会計歳入総額は約799.6億円、歳出総額は約749.9億円で、歳入から歳出を差し
引いた額は約49.7億円です。そのうち翌年度に使い道が決まっているお金約4.7億円を差し引いた約
45.0億円が黒字額となりました。平成30年度決算の詳細は、11月1日㈮から市 HPや市役所本庁舎市政
情報コーナーでご覧いただけます。� 【財政課財政担当】

　審査に付された各会計歳入歳出決算書等は、法令に規定された様式に従って作成されており、その計数は歳入簿、歳
出簿その他の関係諸帳簿と符合し、正確なものと認めます（「平成30年度茅ヶ崎市決算審査意見書／茅ヶ崎市監査委員」）。

　本号で掲載する数値は、茅ヶ崎市監査委員による審査を受けています。

　平成30年度末における市債現在高は、下のグラフのとお
りです。市債は、将来の財政負担が大きくならないように
計画的に借り入れを行っています。

会計名
決算額

収支差引額 翌年度
繰越財源 実質収支額

収入 支出

国民健康保険事業 227億9184万円 224億1073万円 3億8111万円 0万円 3億8111万円

後期高齢者医療事業 32億8622万円 32億8256万円 366万円 0万円 366万円

介護保険事業 157億9832万円 152億187万円 5億9645万円 0万円 5億9645万円

公共用地先行取得事業 3億6850万円 3億6840万円 10万円 10万円 0万円

公
営
企
業
会
計

公共下水道
事業

収益 57億3524万円 51億1329万円 ─ ─ ─

資本 19億1161万円 37億3160万円 ─ ─ ─

病院事業
収益 108億6262万円 116億5017万円 ─ ─ ─

資本 9億8457万円 13億6223万円 ─ ─ ─

一般会計歳入
（前年度比4.5％増）

一般会計歳出
（目的別）

（前年度比3.8％増）799億6286万円 749億9037万円

　総務費の約30億円の増、土木費の約17億円の増、教育費の約8億円の増
などにより、歳出総額として、前年度に比べ約27億円の増額となりました。

　特別会計は、特定の事業を行うため条例に基づき設置され、一般会計とは区
別して経理しています。

　平成30年度決算に基づいて算定した本市の健全化判断比率と資金不足比率は、
いずれも国の定めた基準を下回る「健全段階」でした。「健全化判断比率等」とは、
地方公共団体の決算に基づいて出される、財政の健康状態を示す指標です。平成
19年6月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、自治体
は財政の健全度を判断するための財政指標を毎年度公表することになっています。

　市税の約7億円の増、繰入金の約1億円の増、繰越金の約15億円の増、県
支出金の約1億円の増、地方消費税交付金の約2億円の増、市債の約37億円
の増などにより、歳入総額として、前年度に比べ約34億円の増額となりました。

歳 入

歳出の性質別グラフ

歳 出

市債の状況

内は構成比　（　）内は前年度比

市税　46.2%
市民税、固定資産税など

369億2643万円（2.0%増）

国庫支出金　13.7%
国が特定の事務事業に対して交付するお金

109億9088万円（15.8%減）

県支出金　5.9%
県が特定の事務事業に対して交付するお金

46億8420万円（3.0%増）

各種交付金等　8.2%
国や県が徴収した税のうち市町村に配分されるお金

66億1183万円（1.3%増）

市債　13.5%
施設の整備や地方交付税の収支不足のときに国や銀行などから借りるお金

107億7745万円（52.1%増）

使用料および手数料　1.0%
市営住宅使用料、戸籍手数料など

8億2467万円（0.6%増）

繰入金　0.4%
基金から繰り入れるお金

2億8355万円（104.1%増）

繰越金　5.3%
昨年度から繰り越したお金

42億7784万円（53.6%増）

諸収入等　5.8%
さまざまな事業の実費負担や財産収入、寄付金など

45億8601万円（14.6%減）

議会費　0.5%
市議会の活動・運営のためのお金

4億744万円（2.2%減）

総務費　16.7%
全般的な管理事務、徴税、戸籍、統計、選挙などのお金

125億1189万円（31.1%増）

民生費　42.3%
生活保護、児童手当などの福祉のためのお金

317億2723万円（3.2%減）

衛生費　10.3%
ごみ処理の経費や健康維持のためのお金

77億4716万円（16.0%減）

労働費　0.4%
雇用対策や勤労者の福利厚生のためのお金

2億6771万円（19.3%増）

農林水産業費　0.4%
農業・畜産業・漁業の振興のためのお金

3億2021万円（11.0%減）

商工費　2.4%
産業や観光の振興のためのお金

17億9826万円（5.7%減）

土木費　10.5%
道路や街路の整備・維持管理のためのお金

78億7099万円（28.5%増）

消防費　3.3%
消防活動のためのお金

24億3601万円（3.9%減）

教育費　7.4%
小・中学校教育、公民館、図書館などのお金

55億5803万円（15.9%増）

公債費　5.8%
借入金の返済のためのお金

43億4370万円（0.5%増）

災害復旧費　0.0%
災害からの復旧のために支出するお金

174万円（12.8%減）

歳出総額を平成30年度末の人口（24万3577人）で割った
市民1人当たりの歳出額は約30万7871円になります
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※1 早期健全化基準：自治体の自主的な改善努力を図るための「財政健全化計画」の策定が必要となる基準
※2 財政再生基準：国の関与による確実な再生を図るための「財政再生計画」の策定が必要となる基準
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繰出金 61億1036万円 8.1%
一般会計が特別会計へ支払うお金

繰出金 61億1036万円 8.1%
一般会計が特別会計へ支払うお金

貸付金 18億895万円 2.4%
中小企業融資制度のためのお金など
貸付金 18億895万円 2.4%
中小企業融資制度のためのお金など

投資および出資金 2億1694万円 0.3%
公共下水道事業会計への出資金
投資および出資金 2億1694万円 0.3%
公共下水道事業会計への出資金

積立金 5億8524万円 0.8%
基金に積み立てるためのお金
積立金 5億8524万円 0.8%
基金に積み立てるためのお金

補助費等
77億3397万円 10.3%

公営企業会計への負担金や各種団体への補助金など
補助費等
77億3397万円 10.3%

公営企業会計への負担金や各種団体への補助金など

人件費 141億3776万円 18.9%
職員などに支払われる給料など
人件費 141億3776万円 18.9%
職員などに支払われる給料など

維持補修費 4億757万円 0.5%
施設を修繕するためのお金
維持補修費 4億757万円 0.5%
施設を修繕するためのお金

災害復旧費 174万円 0.0%
災害からの復旧のために支出するお金
災害復旧費 174万円 0.0%
災害からの復旧のために支出するお金

物件費 102億5924万円 13.7%
市の事務に必要な物品購入などのお金
物件費 102億5924万円 13.7%
市の事務に必要な物品購入などのお金

公債費 43億4370万円 5.8%
借入金返済のためのお金
公債費 43億4370万円 5.8%
借入金返済のためのお金

普通建設事業費 105億8364万円 14.1%
道路、学校などの施設整備のためのお金
普通建設事業費 105億8364万円 14.1%
道路、学校などの施設整備のためのお金

扶助費 188億126万円 25.1%
市民の生活を支援するための福祉的なお金
扶助費 188億126万円 25.1%
市民の生活を支援するための福祉的なお金

その他の経費
36.1% 投資的経費

14.1%
投資的経費
14.1%
投資的経費
14.1%
投資的経費
14.1%

義務的経費
49.8%
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※ 市債とは、学校や道路などの整備のために、市
が国や銀行などから借り入れるお金です

※ 一般会計のうち臨時財政対策債とは、国が地方
に交付するお金の不足分を市が代わりに借り入れ
ている市債です。市が借り入れした臨時財政対策
債の元金と利子の返済に対しては、国が地方交
付税を措置することとなっています

※ 市民1人当たりの市債現在高は、各年度末現在の
住民基本台帳に登録されている人口を基に算出し
ています
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■ 病院事業会計
■ 公共用地先行取得事業特別会計
■ 公共下水道事業会計
■ 一般会計のうち臨時財政対策債
■ 一般会計のうち事業債等
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